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2-2 デジタルコンテンツとメディア

音楽配信サービスの動向

荒川 祐二 ●株式会社NexTone 代表取締役COO

世界の音楽市場が成長を続けるなか、日本は大きく落ち込む。コロナ禍
でデジタルシフトが進み、サブスクサービスは着実に成長。またプラッ
トフォーマーのあり方や収益分配に関して多様な議論が生まれている。

■コロナ禍でもストリーミングは堅調に
増加
　まずはレコード産業の数字から振り返ってみた
い。国際的な音楽産業団体である国際レコード産
業連盟（IFPI）が発行する『Global Music Report
2021』によると、2020年の全世界の音楽産業の
総売上は216億ドルとなり、前年比で7.4％の成
長を遂げている（資料2-2-3）。前年から8.2％の
成長となった2019年と比較すると、わずかだが
鈍化しているものの、世界的なコロナ禍であった
ことを考慮すれば、堅調な数字だと言えよう。
　鈍化の主要因としては、パッケージ（CD）の販
売数の減少が挙げられる。パッケージの減少は前
年からマイナス4.7％と前年並みの傾向が続いて
おり、この傾向は今後も続いていくものと考える
のが妥当だろう。その一方、サブスクリプション
型のストリーミングサービスの伸び率は順調で、
前年から19.9％の増加となっている。
　地域別に見ていくと、ここ数年来の南米の勢い
は継続しており、前年比で15.9％増の成長となっ
た。北米（7.4％）、欧州（3.5％）、オーストラリ
ア・オセアニア（3.3％）については、前年から
比べると成長率に鈍化傾向が見て取れるが、これ
はストリーミングサービスがすでに普及してい
るため、伸び代が減少してきていると見るべきだ

ろう。
　日本を含むアジアについては、前年比9.5％増
となっており、大幅な伸びを見せた。アジア最大
の市場となる日本は前年からマイナス2.1％の減
収となっており、アジアから日本を除くと実は
29.9％もの大幅な成長となる。この伸びの大き
な要因は、韓国が前年から44.8％もの売り上げ増
となったことによるものだ。いささか余談ではあ
るが、韓国マーケットの伸びの主たる要因はCD
売上の急増によるものである。世界的なK-POP
ブームの流れで、韓国アーティストの「特典付き
CD」がECを中心に爆発的に拡大しており、現在
の韓国国内におけるパッケージと配信の売上比率
がほぼ5対5になっていることは特筆に値する。

■日本市場は大きく落ち込む、コンサー
ト市場は壊滅的
　それでは日本市場の数字を詳しく見ていこう。
日本レコード協会の調査によると、2020年の総
売上は前年からマイナス9％の2727億円となっ
ている（集計項目がことなるため前出のIFPIの統
計とは差異がある）。21世紀に入りレコード産業
は長らく市場が縮小し続けていたが、2014年に
底を打った。その後、しばらくは横ばいが続いて
いたが、2020年は久しぶりに大きな落ち込みと
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資料2-2-3　全世界の音楽産業の総売上、2001年～2020年

出所：Global Music Report 2021、国際レコード産業連盟（IFPI）

なった。
　内訳を見ると、パッケージがマイナス15％の
1944億円、デジタルが11％増の783億円となっ
ている。デジタルは前年並みの成長となったも
のの、パッケージが大きく落ち込んでいる影響が
大きい。グローバルでは音楽のデジタルシフトに
より、売り上げの柱がCDからストリーミングへ
と移っているが、日本ではまだパッケージのマー
ケットが大きい一方、その落ち込みをデジタルが
カバー仕切れないという状況が見える。
　上記には含まれていないが、音楽産業全体とし
て深刻なのはコンサートやライブ、フェスといっ
たコンサート市場だ。コンサートプロモーターズ
協会の調査によると、2020年のコンサート・ラ
イブの市場規模は780億円で、これは前年からマ
イナス78.7％もの減少となっている。一方で、リ
アルのコンサート・ライブに代わるものとして、
オンラインライブへの期待があったが、ぴあ総研
の調査によれば、2020年のオンラインライブの

市場規模は推定で448億円に留まっており、リア
ルのコンサート・ライブの減少を補うには不十分
と言わざるをえない。
　音楽に限らず、演劇やスポーツ観戦など多くの
人が1か所に集まるイベントは、コロナ禍におい
て当初は軒並み中止となり、その後は感染状況を
鑑みながら、入場者数を減らしたり、応援などの
声出しを制限したりするなど、感染拡大につなが
らないための措置をともなって実施されてきた。
しかし、残念ながらまだ平常通りに実施できる状
況ではなく、先の見通しも不透明な状況が続いて
いる。コンサート・ライブをかつてのように楽し
める日々の訪れは不透明だ。

■ユーザー・アーティスト・事業者間で
起こる、技術を巡る諸問題
　ここからはデジタル音楽配信にフォーカスした
話をしよう。
　日常的に使っているストリーミングサービス
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（アプリ）のなかには、アルバム単位での再生ボタ
ンのデフォルト動作が「シャッフル再生」になっ
ているものがある。そのため、通常、ユーザーが
そのアルバムを聴こうとした場合、「アーティス
トが想定した曲順」ではなく、ランダムな曲順で
聞くことになる。
　このことに対して異を唱えるアーティストが現
れた。英国出身の女性アーティスト、アデルは、
2021年11月19日にアルバム「30」をリリースし
た際、Spotifyに対して、アルバムの再生ボタンの
デフォルト動作をシャッフルではなく曲順どおり
とすることをリクエストした。Spotifyでは、無
料版か有料版か、スマホかPC／タブレットかな
どで再生時の動作が異なるが、アデルの「30」に
関してはいずれの場合も曲順どおりに再生される
ようになっている。なお、有料版に関しては、曲
順どおりの再生中に、シャッフル機能をオンにす
ることができる。
　この件は、あくまで「再生ボタンのデフォルト
動作」をどのように設定するかという事業者側の
問題であり、アーティストがユーザーに対して曲
順を強制するものではない。むしろ、Spotifyの
スマホアプリにおいて、無料版の場合はアルバム
をシャッフル再生でしか聞けず、曲順どおりに再
生するためには有料版を利用する必要があること
から、ユーザーにとってはメリットとなる。
　一方、これにより、ソフトウエアによって構成
されるデジタルサービスが、運営者側からは自由
に変更可能であるが、ユーザーやアーティストは
それに対して要望すること以上の権限を持って
いないことが改めて明らかになった。音楽に限ら
ず、ビッグテックと呼ばれる巨大IT企業が提供す
るプラットフォームは、人々の日常に欠かすこと
ができないものとなりつつあり、それを利用する
上での諸問題は、世界中で大きな議論を呼んでい
る。今回はあくまで曲順という比較的小さな問題

だったが、今後はより大きな利害の衝突が、ユー
ザー、アーティスト、そしてストリーミング事業
者との間で起きる可能性については、音楽に関わ
る者の課題として考えておかなければならない。

■収益の配分方法について新たな提案が
　デジタルと音楽における利害の衝突について
は、1つの議論が起きつつある。フランス発のス
トリーミングサービスである「Deezer」の提言を
きっかけに、英国のインディーズレーベル業界団
体「Association of Independent Music（AIM）」、
そして英国議会までをも巻き込んで、サブスクリ
プションサービスからの収益をアーティスト（厳
密には原盤権利者）に配分するにあたっての、新
たな分配モデルの模索が始まっているのだ。
　従来のサブスクリプション型ストリーミング
サービスは、サービスにおける月間のすべての
ユーザーによるすべての楽曲の再生数に占める、
アーティストごとの再生回数の割合（再生シェ
ア）を算出し、原盤権への支払い原資に乗じてい
る。この「比例按分方式」は、支払金額が楽曲の
再生数という明確な指標によって決定されること
から、ほとんどの事業者が採用している。
　一方で、この方法は明快ではあるものの、個々
のアーティストの再生回数がどれだけ伸びても、
全ユーザーの再生回数に占めるシェアが伸びなけ
れば、売上は増えないことになる。また、発売直
後の新譜も過去の名盤も、新人もビートルズもす
べてが同列に並べられ、そのなかから選曲される
ことから、一部のヒットメーカーやメジャーアー
ティストに収益が偏る傾向が高い。
　これに対して、Deezerは「ユーザーセントリッ
ク方式」を新たに提唱している。これは、ある
ユーザーが支払った金額に含まれる支払い原資
に対して、ユーザーごとに月内に聞いた楽曲の再
生シェアで按分して原盤権使用料を支払うとい
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うものである。ユーザーにとっては自分の支払っ
た料金が、ファンであるアーティストに直接的に
つながっていると感じることができる方式だ。し
かし、ユーザーごとにアーティストへの支払い金
額を計算する必要があるため、サービス事業者に
とって負担が増えるほか、個別のユーザーの視聴
行動の変化がアーティストへの支払いに直接的に
影響を与え、月ごとの変動が大きくなりやすい。
　そして、第3の方式として、英国AIMが提唱し
ているのが、「アーティストグロースモデル」と
呼ばれるものだ。これは、（1）楽曲の再生回数に
応じて再生単価に傾斜を付ける、（2）デビュー間
もないアーティストやニッチなジャンルのアー
ティストの単価を高止まりさせる、といった方法
を組み合わせて算出するもので、再生回数が少な
いと単価が高く、多くなるほど単価が安くなる。
比例按分方式のところで触れたように、サブスク
リプション型のストリーミングサービスでは、一
般的に新人ほど再生回数が少なく、キャリアが長
いアーティストほど再生回数が多くなる傾向が
ある。そこで、単価を再生回数に応じて変化させ
ることで、メジャーアーティストだけに利益が偏
ることを防ぎ、新人アーティストの育成を支援す
る、という意味合いがある。
　ビジネスの観点からは、どの方式においても一
長一短があり、立場によって好ましい方式は違っ
てくるだろう。また、音楽業界の既存のプレイ
ヤーにとっては、将来にわたる収益に直結する問
題となるだけに、非常にシビアな判断が求められ
ることでもある。だが、筆者の立場からは、何よ
りもこのように収益モデルに関して議論が起こる
こと自体が非常に好ましい状態であると考える。
　筆者はある大学で音楽業界ビジネスについて授
業をする機会を持っているが、そこで学生に上記
の配分方式についてアンケートを取ったことがあ
る。その結果は、興味深いことに、3つの方式へ

の支持がきれいに3等分されたのだ。つまり、音
楽関係者ではない一般ユーザーの立場から見て
も、この3方式にはそれぞれメリットとデメリッ
トがあり、どれにも一定の合理性があると推測で
きる。
　残念ながら、日本の音楽業界においては、デジ
タルサービスの収益モデルに関する議論は、さ
ほど進んでいない。だが、これからデジタルマー
ケットの影響力がますます大きくなることは確
実であり、あらかじめこうした議論を行っておく
ことは大切だと考える。そして、デジタルミュー
ジックにおいてもさまざまなサービスが登場し、
収益分配モデルについてもさまざまな選択がなさ
れることが理想的だ。
　大学でのアンケート結果のように、ユーザー側
も、自分の支払ったお金の行き先について、それ
ぞれの考え方を持っている。その考え方の多様性
は、ビジネスに幅をもたらし、結果的に文化の多
様性にもつながることになる。そして、多様性の
失われた文化は、縮小し、いずれ衰退していく。
音楽が文化として、ビジネスとして持続し、広
がっていくためにも、私たちはこの多様性を大切
にしていきたい。

■音楽とアーティストとファンとをつな
ぐNFTへの期待
　最後に、いま話題のNFTについて触れておこ
う。現在、デジタルデータをアート作品として、
NFTを用いて販売する事例が増えてきた。だが、
NFTを「作品の販売」に用いるのは、正直なとこ
ろ時期尚早だと考える。ブロックチェーンによる
暗号資産も、当初はその位置づけについてさまざ
まな議論がなされた。法的な枠組みができるまで
は、さまざまな種類の暗号資産が登場し、さまざ
まな事件が起きた。
　NFTに関しても、現時点で法的にも業界慣習
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的にも明確なルールがなく、そもそもアート作品
に関してどのような権利となるのかも曖昧な状
況だ。したがって、言葉を選ばずに言えば「やっ
たもの勝ち」になってしまっている。しかし、ブ
ロックチェーンの利用方法の1つとして、音楽と
アーティストとファンとをつなぐ、新しい使い方

が登場することは十分に期待できる。すでに一部
のメジャーアーティストが、実験的にそうした取
り組みを始めているとも聞いている。できるだけ
早く、音楽業界におけるNFTの成功と言える事例
が現れることを期待したい。
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